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1．はじめに
　情報は意思決定の各段階に必要であり，重要な役割を果たしている。情報は意思決定がなされべ
き決定的瞬間を生み出し，意思決定者が選択肢を考慮したりその選択を知らせるために使われる
（Mason／Mason／Culnan〔1995〕p．50）。そして，人が情報を認知し処理し蓄積し普及させ使用しそ
れがまたフィードバックするという「情報ライフサイクル（Mason／Mason／Culnan〔1995〕p．7）」
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から倫理的問題事項が生ずることになる。その理由は，情報は客観的性格を有する側面があるとと
もに他面において極めて主観的な性格をもつもの（私大協〔1995〕p．9，14）であるためである。こ
のため情報の使用にあたり特に発信者の情報倫理が求められることになる。具体的には，情報の発
信者は受信者にとって必要な情報を適切に発信することが必要となる。
　しかし，現在行われている情報に関する議論は「情報システムの脆弱性（私大協〔1995〕p．7）」
への対策といった情報管理技術中心のものである。そのためハード面中心の議論となり，情報の内
容を十分に加味した情報管理基準についての議論はあまり進んでいない。これは，技術の発展に対
応できるだけの情報の価値についての認識がなかったためと考えられる。しかし情報伝達技術が高
度に発展するにつれて様々な問題が生じ，何をどう伝えるべきか，何を保護するべきかの判断基準
として情報倫理の必要性が高まっている。
　　　図1　情報ライフサイクルと意思決定の間の関係
情報ライフサイクル
考えを生み調整する
普及
決定的瞬間における情報の使用
厳選→データゆ解釈→評価→行動
意思決定
考えを抱く
倫理的課題事項
出所：Mason／Mason／Culnan〔1995〕p．53
　保険市場に限定しても同様の傾向がある。顧客データの管理方法等の議論は盛んであるが，情報
管理技術中心のものであり，管理基準に関しては今後の課題となっている。ところで，保険会社に
おいて情報をめぐって生じる問題は多岐にわたる。その中で比較的問題にされることは少ないが，
問題が生じつつあるものは契約情報の伝達をめぐる問題である。そして，このような契約情報伝達
上の不備は保険者のモラル・ハザードであり，契約者のモラール・ハザードDを助長する情報管理
上の倫理に関する問題事項の一つと考えられる。
　そこで，本稿では以下の順序で考察を進める。職業的専門家がその職業に関する情報を提供し，
それを信頼した者が損害を被ったときには不法行為が成立する可能性がある。この意味で情報の提
供者の責任が問われることになる2）。本稿ではこの責任を専門家責任と呼ぶ。まずこのような専門
家責任との関連における情報倫理の位置づけを行う。その後で，日本の保険市場を対象とし，アメ
リカ等での事例を参考にしながら，保険会社をめぐる情報についてその種類と，そこから生じる問
題を整理する。その上で，特に契約情報の伝達において保険者が求められる行為の具体的な判断基
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準としての情報倫理の重要性について考察する。その際，具体的な事例として保険者のモラルと情
報倫理の関係に言及する。最終的には，企業倫理との関連から，保険会社における情報倫理の意味
について確認する。
2．専門家責任と情報倫理
　情報倫理は最も広義に定義づけると「情報化社会において，われわれが社会生活を営む上で，他
人の権利との衝突を避けるべく，各個人が最低限守るべきルール（私大協〔1995〕p。13）」という
ことになる。この定義は情報の伝達に関わる全ての関係者を対象としたものであるが，前述のよう
に，情報倫理が特に重要となるのは，情報の発信者の受信者に対するものであると考えられる。そ
して情報の受信者と発信者が顧客と企業の専門家の関係にある場合，専門家である発信者の倫理が
重要となる。情報を認知し，処理し，蓄積し，普及させ，使用することから生じる倫理的課題事項
は本質的に情報のユニークな性質のために特別な性格をもつ。そして，強力な代理人が情報のフロ
ーをコントロールする時より重要性を帯びるのである（Mason／Mason／Culnan〔1995〕p，xiii，61）。
　Mason／Mason／Culnan〔1995〕では，情報の専門家の業務を「顧客がそこから有効な情報を検索
することができないデータを負い過ぎるのを助けること」と定義づけている（p．151）。その上で，
専門家の意思決定を補助するガイドラインを示している3）。基本的に情報の専門家は顧客に対し情
報優位な立場にあるため，正しい情報を提供する責任を負っている（p．151）。そのためには偏見の
ない客観的な情報提供をしなくてはならない。さらに，情報のマイナスの影響を十分認識する必要
もある（p．191）。従って，情報の専門家には法定以上の倫理が要求されることになる（p．155、170、
176）。ところで情報の専門家は独立して存在する場合もあるが，組織の中で活動している場合も多
い。その場合，複雑な組織内での責任の所在は不明確となりやすいが，単独の責任はありえないと
考えられる。また，組織内では効率が優先され，専門家の見解とは異なる倫理に反するような決定
がされることも多い（p．199）。
3．保険会社の情報倫理
　3－1　保険会社の特徴
　保険者と契約者間での保険契約は保険商品の取引と捉えられる。保険商品の購入により，契約者
にとっては付保された事象の将来の状態が確定し，これにより契約者は付保された事象に関する情
報を保険者から入手したと考えられる。このことから保険商品を情報商品と捉えることが可能にな
るが，その特質として以下の点が挙げられる。保険商品の購入により契約者に提供される情報は予
測情報であり，契約上の義務を有する。また，この情報は約款等の契約に必要な取決めにより具体
的で正確に特定されるが，これらは解釈を必要とするものである4）。従って職業的専門家に準じた
立場で予測情報を提供する保険会社では，伝達する情報の判断基準をめぐる情報倫理が重要とな
る。
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　また，保険会社は高度な情報集約的組織である5）。保険会社の組織構造は一般企業同様の階層的
組織であるが，特に特徴的なのは内勤の社員の他に実際に募集にあたる営業職員や代理店さらに仲
立人（insurance　broker）といった保険募集人（insurance　producer）が存在することである。保険
者が契約者に対し契約情報を伝達し反対に契約者から個人情報を得る過程にはこのように多数の契
約関係者が存在し，これらの関係者間の専門知識の保有量に格差があるため，情報伝達が困難とな
る可能性が高い。また取り扱う情報がプライバシーに関わるものや受信者の理解が必要なものであ
るため，万全の管理と十分な伝達が重要となる。さらに保険会社内での情報伝達についても同様の
困難さを伴うことになる。
　このように保険会社においては情報伝達が特に重要な業務であり，この点についての情報倫理が
必要となる。以下保険会社をめぐる情報と情報管理上の課題事項を整理していく。
　3－2　保険契約をめぐる主要な関係者と権利義務関係
　商法上の保険契約の当事者は保険者と契約者である。この他に契約者と異なる被保険者が存在す
る場合には「他人の生命の保険」であり，加入についての被保険者の同意が必要となる。以上のよ
うな契約関係者の経済上の力関係は家計保険市場と企業保険市場では異なる。
　家計保険市場においては，保険者は保険契約についての専門知識を持った専門家であり，契約者
は専門知識の乏しい一般的な消費者であることが想定される。この場合，企業である保険者の力は
強力で，消費者である契約者は弱者となり，両者間に力の非対称性が生ずることになる6）。しかし
一般的な消費者の権利として，知らされる権利，選択できる権利等が挙げられている7）ことに照ら
して，消費者である契約者側にもこれらの権利が認められるべきと考えられる。これに対し，情報
の専門家である保険者側は，正確な情報を正しく伝える義務があるとともに，危険選択に必要な情
報を入手する権利があると考えられる。また，家計保険では契約者と被保険者が同一か親族関係に
ある場合がほとんどであり，加入の同意をめぐる問題は生じにくいと言える。
　次に企業保険市場の場合には，保険取引は企業間取引の一部と捉えられる。そのため企業の取引
関係その他の優越的地位を利用した圧力販売，不当な割戻し等につながる行為等が起こりやすい。
従って両者の経済上の力関係の優劣は多様と考えられる。契約者側の企業では通常保険に関する専
門知識を有する担当者が交渉にあたる。このような専門家同士の交渉においては契約情報の偏在は
生じにくいが，契約者側の企業は告知する情報を選別する能力があるため，必要な情報が正確に伝
達されているかどうか問題となる。従って，両者は相互に完全情報を提供することが求められる。
さらに，契約者側の企業内での契約者と被保険者が異なる場合も，両者は労使関係であることが多
く，完全情報の前提が成立すると考えられ，加入の同意が簡素化されているのが現状である。しか
し，両者間での情報伝達は十分でなく，情報の偏在が生じている可能性が高い。従って「法と市場
にとって企業内の組織はブラックボックスである（Mason／Mason／Culnan〔1995〕p．201）」と考え
られる。つまり，企業内部の組織は複雑であり，コミュニケーションの不足から組織内での偏在が
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深刻になりやすい。
　さらに，上記以外の契約関係者として，営業職員，代理店，保険仲立人という保険募集人が存在
する。営業職員は保険者の代理人であるが，告知受領権限はない。しかし同様に保険者の代理人で
ある代理店は告知受領権限を有する。これに対し保険仲立人は契約者と保険者双方の代理人という
立場にある。これらの関係者の契約当事者に対する責任は，基本的には契約に必要な正確な情報を
確実に伝達することである。より詳細な内容については後述することにする。
　3－3　保険契約に関連した情報
　前述のように，保険契約を締結（または継続）する場合，保険者側から契約者側に対して保険加
入（または継続）の意思決定に必要な情報を提供し，反対に契約者側から保険者側に危険選択に必
要な情報が提供される。このことを図示すると以下のようになる。
　　　　　　　　　　　　　　図2　契約関係者間の情報伝達過程
保険加入（または継続）の意思決定に必要な情報
保険者 保険募集人 契約者（：被保険者）
危険選択に必要な情報
　ところで，保険契約に関する情報として情報の経済学で通常問題とされているのは「危険選択に
必要な契約者（又は被保険者）の個人情報（企業の場合は企業情報）」である8）。これは契約者側
から保険者側に対し提供されるもので上記の図では左向きの矢印として示される部分である。しか
し，現実にはその反対に保険者側から契約者側に提供される情報も存在し，保険契約において不可
欠な要素となっている。そこで，この図で保険者側から契約者側に提供される情報の中に含まれる
要素を分類してみる。契約者側が保険加入（または継続）の意思決定をするのに必要な，保険会社
が保有する情報の提供活動に関連して，1982年版生命保険ファクトブックでは「消費者意向の吸収
と情報提供活動」として以下の六点が示されている（pp．10～12）。①加入者の意向の反映，②保険
制度に関する情報提供の充実（具体的には約款の契約申込時配布と平明化，加入時における情報提
供資料の充実），③基礎的情報提供活動，④事業経営に関する情報提供の充実，⑤個別契約に対す
る情報提供体制の整備，⑥保険相談の充実，である。このうち特に②と③については契約内容につ
いての情報であり，具体的には約款やご契約のしおりの内容を示すと捉えられる。また，④につい
ては保険会社内部の情報であり，財務諸表が主なものとなる。さらに⑤は個別契約の契約内容の現
況等についての情報提供であり，契約者配当についての通知等が含まれている。従って，契約締結
後の情報提供と捉えられ，契約内容と保険会社の内部情報の双方が含まれると考えられる。また①
と⑥については情報提供活動全般についてのものと捉えられる。
　以上のことから，本稿では保険契約に関連する情報を三点に分類することにする。第一に契約者
（または被保険者）に関連した個人情報（例えば契約者の個人情報），企業の場合は企業情報，第二
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に保険会社の内部情報（例えば財務諸表），第三に契約内容に関連した契約情報（例えば約款），で
ある。以下それぞれの情報を管理する上で保険者が求められる行動について考察していく。
　3－4　保険会社の行動指針
　情報伝達を中心に，情報を管理する上で保険者が求められる行動について検討する。前述の分類
に従って個々の情報について考察するが，最初に従来から問題視されている個人情報の管理につい
て述べる。その後，保険会社が一般的に求められている行動について述べ，これをもとに情報伝達
における問題点について指摘する。以上の考察から，保険会社の情報倫理とは何かを考えることに
する。
　3－4－1　個人情報（企業の場合は企業情報）の管理
　個人情報は保険会社が危険選択を行う上で必要となるものである。しかし同時に，契約者の私的
な情報を収集するため，プライバシー9）の保護に留意し徹底的な管理体制をとることが要求される
ものでもある。ハード面の急進展により，情報を単に収集し保存することは容易になり，誰もが瞬
時に引き出すことが可能になったが，何をどこまで収集しどう管理するのかというより困難な問題
が生じている。
　国光〔1994〕では，情報収集基準に関連して，告知項目，検査項目，契約確認項目等の設定に際
して配慮が必要である事項として以下の三点が挙げられている。①保険事故発生に関する危険につ
いて科学的，合理的な評価の対象となること，②費用対効果が考慮されていること，③世論の動向
が考慮されていること，である（p．28）。次に収集過程については，安田生命の「危険選択に関す
る個人データの収集過程における保護基準（総則）」を例示している（pp．26～28）。具体的には目
的，危険選択，適用範囲，情報の提供及び同意の必要性，選択手段等の指定，収集制限，データの
正確性，安全保護，守秘義務等，について示されている。さらに，管理方法については「生命保険
業における個人データ保護のための取り扱い指針（生保指針）」1°）を引用している。
　この際いくつかの倫理的な問題点が生じうる。まず，データ管理に関連して，収集した情報の判
断基準と当該契約以外への転用問題である。病歴や事故歴の処理方法を巡ってすでに多くの問題が
生じている。そのため，例えばアメリカでは非営利の情報交換機関である生保会社診査情報センタ
ー（Medical　lnformation　Bureau，Inc．）が存在し，会員会社に申込みがあった契約について，申込み
者の同意を得て，告知内容の不正確な点や省略されている個所，故意の詐欺行為等がチェックされ
当該会社に知らされる仕組みになっている（Mason／Mason／Culnan〔1995〕p．206）。また日本にお
いては，不審な保険契約をチェックするため，顧客の生命保険加入データを生命保険協会のコンピ
ュータに登録し，個々の保険会社が端末機で顧客の契約内容を調べることができる制度である「ご
契約内容登録制度」が稼働している11》。このような制度は非常に有効なものであるが，登録内容が
当該契約以外に転用される危険性を含んでいる。特に，病歴等については慎重に管理する必要性が
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ある。また，以上の懸念を強めるような個人情報の重要性の認識不足を指摘できる事例も少なくな
い12）のが現状である。
　次に，契約者となるであろう顧客に対してどの程度の告知を求めるかは重要な問題である。これ
は，プライバシー保護と事業活動の円滑化との調和という観点から問題となる。保険会社にとって
的確な危険選択をするには，適切な情報が必要となる。ここでいう「適切な情報」とは危険選択の
精度を落とさない，科学的合理的な評価が可能な，過多でも過少でもない情報のことである。契約
者側にとっては，あまりに厳格な告知の要求は加入意欲の低下につながり，プライバシーを侵害す
ることにもなりうる。このことが募集活動の障害となり保有契約が減少することは保険会社にとっ
て好ましくない結果となる。また，過度に厳密な情報を大量に収集することは，その情報の分析か
ら得られる便益が分析費用を上回らない限り，保険会社にとってマイナスの効果しか及ぼさない。
従って両者の妥協策として現在のような告知事項の縮小傾向にある。
　さらに，契約者が企業である場合には，告知内容が企業機密に関わる可能性が高いため，家計保
険の契約者以上にプライバシーに関する認識が高いと想定される。また，情報識別能力の高い企業
の場合，保険会社に告知される情報の精度についても家計保険の場合以上に十分に考慮する必要が
ある。さらに，従業員が被保険者である場合，告知内容が契約者である企業により転用される危険
性が高い。
　以上のことから，保険会社としては事業運営上，危険選択に最小限必要な情報を得て，それを細
心の注意をもって管理することが求められている，と言える。
　3－4－2　情報伝達過程で保険者が求められる行動
（1）保険会社の行動指針
　保険会社の行動指針についてアメリカの事例をもとに検討する。保険会社の全般的な行動指針と
なる，米国生保協会（ACLI）による保険者の倫理的市場行動コードでは以下の六点が挙げられて
いる13）。①高度な誠実さと公平性に従い事業を行う，②合法的で顧客に焦点をあわせた販売とサー
ビスを提供する，③活発で公正な競争に従事する，④目的について明確で内容について誠実で公正
な広告と販売の資料を提供する，⑤顧客の不平と紛争の公平で迅速な処理を提供する，⑥これらの
倫理的市場コードの遵守の達成のため合理的に考案された，監視と検査の制度を維持する，である。
このうち情報伝達に関連してとるべき行動は，特に④と考えられるが，前述のように保険会社は情
報集約的組織であり，情報管理上の課題事項の重要性の裏付けとなるものである。
　次に保険会社に関係する者の行動指針を検討する。実際に販売を担当するのは主に保険募集人
（うち営業職員，代理店）であるが，その教育は保険者の義務である14＞。これに対し募集人の義務
は，見込客と顧客の利益を第一に考えて，情報を得た上での意思決定をさせることである。そのた
めには十分な情報開示を絶えず行っていくことが必要となる。そして最終的にはこのような実務が
見込客の購買意欲を高め，保険者の利益にもつながると考えられる15＞。また，保険仲立人は契約者
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に対して，保険契約実行義務，能力・注意行使義務，忠実・忠誠義務，保険料引受義務，守秘義務
を負う。また権利としては，情報入手の権利，報酬請求権がある16＞。保険仲立人の立場には国によ
る違いがあるにしても，これらのことは保険者が契約者に対して的確な情報を正確に伝達し，逆に
危険選択に必要な情報を確実に入手するために必要なものである。
　また，倫理的市場行動は販売においてだけでなく事業全般において要求されるものである。倫理
的市場行動には，受託者（fiduciary）としての行動，自己利益のための助言者（self－interested
adviser）としての行動，買手危険負担（caveat　emptor）の3つのパラダイムが考えられる。そし
て保険者は弁護士のような受託者ではないが，その反面，消費者保護が必要な分野での買手危険負
担は現在ではありえない。そのため，自己利益のための助言者として，十分で適切な情報開示をす
ることが求められる17｝。
（2）内部情報の伝達過程で保険者が求められる行動
　保険約款や保険経理は難解なものであり，この結果，保険契約者の意思決定に必要な情報が十分
に得られないことに起因する保険市場の混乱が起こりやすく，そうした事態は，事業の公共性に照
らして避けなければならない（水島〔1992〕p．86）。そこで，内部情報と契約情報の伝達をめぐっ
て保険者が求められる行動について述べていく。
　消費者が保険商品を選択する際の指標は，従来のように各社の商品内容に差がなく料率や配当も
画一的な場合には，財務力以外の要因が占める割合が高かったと考えられる。しかし，現在のよう
に経常赤字となる会社が多数存在するようになり18），会社間の格差が拡がってくると，消費者が保
険会社の財務力を知ることの重要性が高まってくる。このような状況下で消費者が保険会社各社4）
財務力を知るための資料としては，財務諸表等が存在するが，特に相互会社中心に十分な公開がさ
れていないのが現状である。従って，保険会社は十分な情報開示（ディスクロージャー）を求めら
れている。
　このような要請に対する日本の保険業界の取組を示す。1991年4月に「保険経理の見直し及びデ
ィスクロージャーの整備について」の保険審議会保険経理小委員会報告が行われた。これに先がけ
て生命保険業界では保険会計の明確化のために平成元年度決算から開示項目の拡充を図るととも
に，全社統一で「決算報告書」を作成している。その他，決算概要，会社組織や事業内容等の情報
を含む「業績のお知らせ」を作成している19）。これらの資料により各社の業績を知ることができる
とともに，統一された形式の資料が作成されることにより，会社間の比較が容易になると考えられ
る。しかし，これだけでは財務力の判断基準が明確でないことから，1996年4月の保険業法改正時
に，株式の含み益や土地の資産価値など数々の指標をもとに保険金の支払い余力を計算したもので
ある「ソルベンシーマージン基準」を導入した。
　さらに3－3で情報提供活動の一つとして示した「個別契約に対する情報提供体制の整備」に関連
して，保険加入後の変化についての情報提供も重要である。1995から96年度にかけては，契約者へ
の保証利回りが5％程度であるのに対して現実の運用利回りが3％弱という「逆ざや」状態が続い
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ており，保険会社の経営状態が極めて悪化し，契約者配当に格差が生じつつある。契約者に加入後
の変化が厳密に知らされない場合には，経営破綻の恐れのあることに気付かず，十分な保障を受け
られないこともありうる2°）。また，現在訴訟が多発している変額保険も，運用利回りの悪化が直接
影響するものであり，加入時だけでなく加入後の十分な情報提供の必要性を裏付けるものの一例で
ある。保険契約加入後の情報提供は契約者である顧客の満足度を高め，次の販売へとつながること
もある。しかし，保険者が強引に契約を維持させたり不正な乗り換えをさせるために情報を提供す
ることになると情報倫理に反することになり，最終的には保険会社の存続を脅かすものにもなりか
ねない。
　現在の保険業界におけるディスクロージャーの推進は，金融業界全般のディスクロージャー推進
傾向に対応したものである。この場合アメリカの金融業界を参考に多くの項目を開示することが求
められる2皇）。しかし，保険業界の場合にはどこまで開示すべきかは問題である。不必要な情報まで
開示して必要以上の信用不安を煽ることになる危険性があるからである22）。従って，保険会社は契
約者の利益を第一に考え，契約者（や見込客）にとって必要な情報を選別して必要な時期に開示す
ることが求められている。
4．契約情報伝達をめぐって
　個人情報，内部情報についての議論においては，保険者側は契約者側に対しどこまで個人情報を
告知させるべきか，どこまで内部情報を開示すべきかの判断基準が問題であることを確認した。そ
こで以下の部分では契約情報について若干考察することにする。
　4－1　契約情報の伝達
　市場経済がうまく作用するためには消費者は十分で正確な情報を持たなくてはならない。なぜな
ら正確で十分な情報がないと，消費者は業者により消費者の必要性を満たすよう設計された商品や
サービスについて適切な選択ができないからである23）。保険市場では，契約者が保険加入の意思決
定をする際には契約情報が不可欠である。具体的な保険者側から契約者側への契約情報提供は，契
約申込み時に保険証券とともに約款と約款の重要項目をわかりやすく解説した「ご契約のしおり」
を配布することにより行われるQこれに先立ち，営業職員等の保険募集人による，保険会社作成の
パンフレットや保険種類や内容を説明した「保険種類のご案内」等に基づく説明が行われる。これ
らは商品選択に関する情報であると同時に加入後の契約者側の行動指針を与えるものである。しか
し，申込時に約款等を渡されても，内容を詳細に読まない場合が多く，また読んだ場合でも内容を
十分に理解できない場合が多い24）。従って，実質的には保険者側の説明が主な情報源であり，募集
人を通じた説明が重要ということなる25）。
　次に家計保険の契約者と企業保険の契約者では契約内容の理解が異なる。そのため，約款の理解
についての判断は，法律的知識の乏しい大衆が相手である場合…約款の意味内容を，約款の書かれ
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た文字からみて，予定された取引の相手方一すなわち大衆一が，どう判断するだろうかということ
を基準とすべきである。これに対して，取引に関する専門的知識をもった商人を取引の相手方とし
て予定している約款の解釈においては，商人の合理的判断を基準とすべきである26）という見解が妥
当と考えられる。さらに，企業組織は複雑であるため，企業内部での情報の偏在を防止し全社的な
理解を得るためには，家計保険の場合同様の対応も必要となる。
　そこで約款の平明化についての議論から，このような要請に対応するため保険会社が求められて
いる行動について述べる。国民生活審議会において1981年に「生命保険約款の適正化についての報
告」が行われた。これらの報告において約款が専門知識のない消費者にとっては難解であることを
指摘し，平明化すべきであるとして，「適正な約款の基本的要件」を挙げている。しかしこの報告
に対する有識者の意見としては，約款の安易な平明化より契約内容が誤解される危険性が高いこと
を指摘し，平明化に限界があることを主張するものが多い27）。
　4－2　保険約款の問題点
　以上のような約款の問題点が生じた理由を，約款の効用との関係から考察する。普通契約約款と
は，事業運営の必要上，これに従って契約が締結されることを目的として，あらかじめ作成されて
いる定型的な契約条件であり，保険会社が作成し使用している保険約款はその一例である28）。普通
契約約款の意義29）としては，他の契約書同様，契約条件を明定するほかに，①契約の迅速的処理，
②契約の大量的処理，③事業活動の予測の可能化，④契約内容の明確化と紛争の予防，が考えられ
る。そして同時に公平の観念に照らすと以下のような問題点がある。①事業者が一方的に作成する
ため，事業者にとって有利に定められる可能性が高い，②法律上の用語や表現を使用するため，理
解するには専門的知識を要する，③複雑多数の条項が挿入されているため理解が困難，④読みづら
い，⑤存在を認識しづらい，⑥一方の契約当事者が定めた画一的な契約条件を相手方としては全部
的（包括的）に認めることを余儀なくされる附合契約である。これらのことから，当事者間に解釈
能力の違いがあれば解釈が共通でなくなり，経済的に優位な事業者にとって有利な意味に解釈され
やすいことが明らかになる。
　このような状況下では，普通契約約款の濫用から消費者を保護することが必要となるが，そのた
めには国家による規制が必要であり，保険約款の場合は特定の約款を事前に認可等の行政行為を通
じて監督する方式をとる3°〉。具体的には，保険約款を事業免許の添付書類として免許の可否につき
考慮さるべき事項とするとともに，変更についても主務大臣（具体的には大蔵大臣）の認可を必要
とする。
　以上のように保険約款は主務官庁の認可を得たものであるので法律的には問題はないが，消費者
である契約者にとっては難i解なものであり，十分な解釈能力がないと有効な情報伝達手段にならな
い。そのため，保険業界としては補助的な手段として，約款の要点をわかりやすくまとめたもので
ある「ご契約のしおり」を約款とともに保険申込時に契約者に配布している。これにより契約者側
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の契約内容の理解を高めることを意図している3！）。しかしこれだけでは問題点は解消できない。
　4－3　インフォームド・パーチャス
　近年は保険商品が高度に複雑化し，これに伴い今まで以上に保険約款の解釈をめぐった問題が生
じているsa）。このようなトラブルを防ぐためには，保険申込時とその後の保険者側の説明の重要性
がより高くなる。その場合，情報倫理に合致した説明方法が求められることになる。
　Ryder＝Cotton〔1995〕は生命保険会社が倫理的にするべきこと，するべきでないことを示してい
るSS）が，するべきでないことの一例として以下のことを挙げている。曖昧または誤解させる言葉を
使わない，保険の特徴を重視せずにキャッシュ・バリューや税の特徴を強調してはならない，配当
付保険については配当が保証されていると明言したり暗示してはならない，といったことである。
販売成績を上げるため募集人がこれに反するような行為をすることは多いが，同稿ではこのような
行為は保険の濫売であり，倫理観の欠如のあらわれであると指摘している。そしてこのような行為
を助長するような，倫理に反するインセンティヴを持つ組織が多い（Mason／Mason／Culnan〔1995〕
p220）のが現状である。そこで保険者が参考とすべき実務として医療行為におけるインフォーム
ド・コンセント（informed　consent）カs一ある。
　大谷〔1995〕によると，法律的には，患者による診察の依頼があり，これを医師が引き受けた時
診察契約が成立し，両者間の権利義務関係が発生する（p．62）。この際，医師の医療行為について
の説明とそれに対する患者の同意が必要となる。十分な情報を得た上での同意すなわちinformed
consent（p，77）である。その理由は，医療行為は人体への浸蝕ないし危険を余儀なくすること，．さ
らに高度に技術化した医療は患者にとって理解しにくいのみならず不確定な要素が内在している
（p．67）ためである。
　このように医療の専門家である医師には危険な状況を患者に通知する義務がある
（Mason／Mason／Culnan〔1995〕p．183）が，インフォームド・コンセントは医療行為に限らず，専
門家と消費者間の契約においても必要とされるものである。そのため情報の専門家と消費者間の取
引においても必要となるが，専門家が情報を提供する際の基本原則として以下の三点が挙げられて
いる（Mason／Mason／Culnan〔1995〕pp．55～58）。①人に情報を与え意思決定させるという慣行に
従う，②判断力のある人に意思決定のための情報を提供する合理人原則，③専門家として各人の状
況を考慮して情報を提供する主観的基準，である。以上の三点から，消費者の専門知識の理解度に
応じた対応をしなくてはならないことも明らかになる。
　以上のことは情報の専門家である保険会社の情報伝達と契約者側への対応にもあてはまる。具体
的には，保険者は契約者側の契約内容についての解釈能力を見極めた上での正確な情報伝達が求め
られる。家計保険の契約者に対しては，専門知識のない消費者であることを前提として，契約内容
を正しく理解できるような説明をすることが求められるが，募集人が安易な見積書等を作成するこ
とで契約者の意思決定を左右することがあってはならない34）。これは悪意をもった場合はもちろん，
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善意であっても誤解を防ぐため必要なことである。次に企業保険の契約者に対しては，専門家間の
交渉であることを前提をして，契約者側の企業の適切な意思決定を補助するような情報提供が求め
られる。そして同時に契約者側の企業から提供される情報の精度を見極め，双方が十分な情報提供
をしているかどうか判断することも必要となる。また，契約者側企業内部での情報の偏在の可能性
が高いので，契約者側の関係者全てに情報が伝達されるよう配慮する必要がある。この場合には家
計保険同様の情報伝達方法が求められることにもなる。
　約款を提供すれば法的には問題はないが，契約者側の十分な理解を得るには不十分である。この
ような状況において保険会社が具体的にすべきことについて検討する際の基準として情報倫理を含
む企業倫理が必要となる。そこで日本の保険市場における契約者側への契約情報伝達をめぐる保険
者の倫理をエプスタイン（Epstein，E．M．）の所説をもとに検討してみる。社会的責任と公的責務を
果たす企業行動を実現するために用いられる制度様式として，①法律や行政による公的規制，②業
界団体等の，自主規制を行いうる団体による自主規制，③個別企業での企業倫理，が考えられる。
そしてこれら三つのものが結び付けられると相互に強化し，社会全体の福利を増進する企業の政策
ならびに成果を生み出すための概念的ならびに実践的な様式となる。具体的には，企業倫理に中心
的な役割を求め，企業がその期待に答えうるための条件としては「企業倫理の制度化」が考えられ
る35）。以上のことを保険市場における契約情報伝達のために用いられる様式にあてはめてみる。ま
ず①の公的規制に関しては保険業法で規定された約款を用いての取引であり，②の自主規制として
は，「ご契約のしおり」等の作成と配布が該当すると考えられるgそして最も重要となる③の企業
倫理に沿った十分な情報伝達が求められている。具体的には「保険者は契約者の「主観的前提」に
立った表示・記述（もちろん販売に直接携わる者の口頭による解説等を含め）をするよう努力し，
消費者が保険商品を十分に理解した上（保険者の立場から言えば理解させた上）でそれを購入する
（informed　purchase）という実務（江澤〔1993〕p．39）」を各社力制度化させる必要があると考えら
れる。
　4－4　情報倫理と保険者のモラル
　以上のような契約情報伝達に不備があった場合，つまり保険者側から契約者側に契約情報が不十
分にしか伝えられなかった場合は保険者側のモラル・ハザードであり，契約者側のモラール・ハザ
ードを助長することになる36）。契約者側のモラール・ハザードは契約情報を十分に理解し，注意義
務を認識していれば減少傾向になるはずのものと考えられる37）。従って，このような状況に十分な
対策をとらず保険事故を増加させることについての保険者の責任は重大である。情報の専門家であ
る保険者が「ご契約のしおり」等を作るにとどまり，情報伝達のためのより積極的な対策をとらな
いことは，専門家としての情報倫理に反する行為と言える。
　保険者がこのようなモラル・ハザードを引き起こすと，保険金の支払い額が必要以上に増加し，
最終的には保険料に反映され引上げにつながったり，最悪の場合には保険が実行不可能になる。こ
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れにより善良な契約者が適正な保険料で保険に加入することができなくなり，逆選択を助長するこ
とにもなる。契約者のモラール・ハザードに積極的な対策をとるかどうかの判断には，コストの問
題と同時に，情報の専門家である保険者の情報倫理さらには企業倫理に対する認識が関係すること
になる。倫理的な企業は情報に関連した活動を監視し制御するための有効な情報管理システムを必
要としている（Mason／Mason／Culnan〔1995〕p．217）のである。
　契約情報は保険加入の意思決定と行動指針に必要なものである。従って，契約情報の提供は約款
と説明書類（パンフレット，ご契約のしおり等）を手渡し，これらについての口頭による説明をす
ることで成立すると考えるべきである。そして，前述のような，約款は難解であり一般の消費者に
対しては説明が必要であるが，誤解させる可能性がある説明は避けなくてはならないという困難な
状況において，保険会社が拠り所とすべき基準は情報倫理である。
5．むすびにかえて
　情報商品を取引する保険会社においては情報倫理が重要である。適切な情報管理をすることによ
り，保険者は契約者に対する責任を果たすことができる。このことは企業が顧客に対する責任を果
たすことであり，より広義には社会に対する責任を果たすことにもつながる。企業倫理は最も簡単
で明瞭な内容に限定すると「経営意思決定の過程のうちに厳格な道徳的基準を組み入れることによ
り，社会が企業に対して要求する責任を達成する水準を満たすような企業行動を実現すること（中
村〔1994－a〕p．24）」と定義づけることができる38）。従って，保険会社の情報倫理は企業倫理の一部
であると捉えることが可能となる。
　企業倫理の実践状況については，企業倫理に対する関心が日本より高いアメリカにおいても，企
業倫理に見合う行動綱領が存在しているだけの状況にある企業が多い39）。保険会社に限定しても同
様の状況が想定される。例えばBerger〔1995〕では，アメリカの生命保険会社での従業員に対する
倫理教育の可能性について検討し，そのプログラムは，トップマネジメントによる単なる声明程度
のもので，倫理的訓練をするというよりは既存の規制に従うだけのものであることを指摘している。
その上で，有効な（倫理的教育）プログラムは従業員のモラールの向上と顧客の善良化という結果
をもたらしうるが，これは倫理が企業文化と長期戦略とを統合するための多大な努力の一部である
場合だけである，と述べている（pp．70～73）。さらに，保険会社の情報倫理に限定した場合にも同
様の状況が想定される。
　これに対し，アメリカの総代理店主／機関長協議会（GAMA）財団の「新人導入・選別に関する
調査」で，比較的生産性の高い機関長の64％が，新人導入・選別時の最も決定的な個性／特性とし
て「倫理性がある／正直である／道徳的」を上位に列挙している4°）という結果もある。これは，よ
りよい市場行動は倫理的課題事項であると同時に経済的必要性である（Ryder＝Cotton〔1995〕p．12）
ことを裏付けるものである。日本では1996年4月の保険業法改正により，保険者の契約者への対応
にも従来とは変化が生ずることが想定されるが，この際も情報倫理を基準とした企業活動をするこ
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とで適切な業務を行うことができるだろう。
（注）
1）詳細なモラール・ハザードの発生メカニズムは中林〔正995－a〕pp．102～103を参照のこと。
2）川井〔1993〕p．7本稿では保険会社を職業的専門家に準ずる情報の専門家と捉える。
3）具体的には，責任ある専門家の態度，義務遂行上の法的権限，道徳的・法的基準の支持，公的な表現法をするこ
　　と，秘密性の保持，専門的知識の発展と維持である（p．162）。
4）MUIIer〔1981〕SS．166～168
5）Mason／Mason／Culnan〔1995〕p．198
　　その他の情報集約的組織の例としては，興信所，銀行，医療機関，航空会社，新聞社，テレビ局，大学，政府機
　　関が挙げられている。
6）この記述はMason／Mason／Culnan〔1995〕p．160に依拠している。
7）Aaker＝Day〔1982〕pp。2～8その他の消費者の権利としては，安全である権利，意見を聞かれる権利，さらには
　　遡及し救済される権利，生活の質を高める環境権が挙げられている。
8）Rothschild≡Stiglitz〔1976〕では保険市場に存在する情報の非対称性を取り上げ，契約者側への情報の偏在が保険
　　市場での社会的便益を減少させることについて分析している。これに対し西村〔1981〕では同モデルの批判的検
　　討を行っているが，そこでは主に保険経営や保険契約に関する情報を想定している（pp．12～13）。
9）プライバシーの概念は当初「ひとりにしておいてもらう権利」とされたが近年の情報化の進展を背景にして，個
　　人データの価値が高まり，広範囲にわたって収集・利用されるようになってきたことから「自己の情報をコント
　　ロールする権利」として議論されている。（生命保険協会〔1994〕p．123）
10）FISC（（財）金融情報システムセンター）指針がOECDのガイドラインを基準にし，日本の金融機関等の実情を
　　踏まえながら個人情報保護の理念にかなうよう1988年に作成された。生保指針はこのFISC指針に従い生命保険
　　業界独自の指針として1987年に作成されたものである。その後1992年には「生命保険会社の顧客情報取扱いにお
　　ける行動規範」を策定するとともに，生保指針を改定した。（生命保険協会〔1994〕pp．123～124）
11）朝日新聞（1994／3／18）
　　1979年6月の保険審議会での通知・開示義務制度の検討等の答申を受け，ユ980年10月には入院関連契約について
　　の契約内容登録制度が開始された。その後1987年には成立前確認制度の拡大充実，1989年には生保共同センター
　　の利用を中心とした，契約内容登録制度の改定，1994年10月に死亡保険金登録制度が成立した。
12）例えば，大手損害保険会社の顧客情報が書き込まれた文書がシュレッターにかけられない状態でゴミとして路上
　　に放置されていた，という事例がある（朝日新聞（1995／10／30））。
　　この事例では，重要書類をシュレッターにもかけず，一般の廃棄物として処分していたという二重の管理方法の
　　問題点が指摘できる。
13）Best　Week　L／H，Oct9，1995，p．1
　　これはアメリカの事例であるが，日本の保険業界にも適用可能と考えられる。
14）LIMRA〔1994〕p．16　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
15）以上の記述はLIMRA〔1994〕p．8、11、Dearborn〔1994〕p．22に依拠している。
16）日吉〔1995〕pp．6365、127，同書はイギリスの保険ブローカー（登録）法1977年第10条にもとつく保険ブローカ
　　ー登録評議会作成の行動規範をもとに以上の義務を述べている。日本はこのようなイギリスの制度にならってい
　　る。
17）Powe11，G．P．，“Portfolio（Financial　Planning）”，ノburnal　ofASCL〔ノ’＆ChFC，Sep．，1995，pp．22～24．
18）1995年3月期決算では生保30社中9社が経常赤字となった。また生保大手8社の株式含み益も全盛期の1989年3
　　月期の1／8，前年比でも1／2となっている（朝日新聞1996／1／4）。
19）相互会社においても商法規定が準用され，一般事業会社の有価証券報告書と同レベルまで開示されている。しか
　　し同報告では，保険会社のディスクロージャー資料の存在自体が充分周知されておらず，アクセスも用意でない，
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　　という指摘があることを重視している。
20）このような事態に対抗するため契約者保護基金が設立される見通しである。
　　生命保険業界は1996年3月期決算から，株式の含み益を全社が開示するのをはじめ，経営情報開示を強化する方
　　針を固めた（朝日新聞1996／2／29、日本経済新聞1996／3／2）。
21）村本〔1995〕p．93～94これに対し欧州諸国はディスクロージャーに消極的な傾向にある。
22）例えば前述のソルベンシーマージン基準については，大蔵省は契約者の必要以上の不安感の助長を防ぐため，算
　　式は示しても各社の数値は示さない方針を採っている。　　　　　　　　　　　　　　の
23）Pictorial〔1994〕p．61保険契約者の，情報にもとついた意思決定の方法についてはDor丘nan〔1994〕pp．ll2～113
　　を参照のこと。
24）1981年2月に経済企画庁が実施した「約款に関する消費者意識の調査」によれば，約款を用いた取引経験のある
　　人のうち，契約前に約款を読んだ人は，保険加入では59．5％（うち詳しく読んだ人は17．5％〉である。ただし内
　　容の理解の程度については不明である。
25）イギリスでは保険ブローカーが契約者との保険契約条件の確認において求められていることの一つに「保険証券
　　の重要な担保条項，免責条項および特約条項を保険契約者が完全に理解しているかどうか確認すること」が挙げ
　　られている（日吉〔1995〕p．127）。
26）菅原〔1964〕p．195
27）「インシュアランス（生保版）」第2990号（1981／7／9）pp．4～11
28）長尾〔1981〕p．5，213また約款は以上の条件を記載した書面を意味する場合もある。
29）以下の記述は長尾〔1981〕pp．213～215に依拠している。　　　　　　　　　　　　　　　－
30）以下の記述は長尾〔1981〕pp．233～239に依拠している。
　　国家による規制の方式には，立法（契約の内容について法令の定めるところに事業者を従わせる方法），司法
　　（裁判所による判断），行政によるものがある。行政による規制の方式には，事前的な方式と事後的な方式があり，
　　保険約款は前者に該当する。
　　さらに，認可の定義と様式については長尾〔1981〕pp．270　271を参照のこと。
31）「ご契約のしおり」を配布することにより，契約者側の契約意識の低さを現状のままに固定してしまうというマ
　　イナス面もある。（水島〔1995〕p．6）
32）現在多発している変額保険をめぐる訴訟では，加入者が運用リスクについて虚偽の説明をされ巨額の損失を被っ
　　たとして，生命保険会社と融資先の銀行に対して損害賠償を請求している。これらの訴訟においては，保険会社
　　の説明・契約者の言動や知識・能力などによって判決が大きく異なるということができる。全般的に誤った説明
　　をすれば保険会社側，危険認識があれば契約者側の貴任となる可能性が高い（日本経済新聞1994／9／19）。その後
　　も400件近い訴訟が東京地裁を中心に係争中であると言われる（『インシュアランス（生保版）il995／12／21号）。
　　変額保険はその性質から他の保険商品と同一に考えることはできないが，加入後の内部情報伝達の不備に加え，
　　当事者の理解が異なっていたためトラブルが生じた典型的な事例と言える。
33）Ryder－Cotton〔1995〕p．12その他には，するべきこととして①顧客に生命保険を購入してきていることを確実に
　　知らしめる，②何より死亡給付のために生命保険が購入されていることに気付かせる③死亡給付を超えて，退職
　　や教育資金のような他の入用を満たすのに役立つよう解約払戻金が使われるであろうことを教える④明らかに確
　　実な契約者の行為のインパクトを明言する。またするべきでないことは，この他に投資または貯蓄プランとして
　　保険を販売しない，保険が財務上の問題を解決するであろうと主張しない，ことが挙げられている。
34）保険募集の取締に関する法律（第15条予想配当の掲載禁止，16条保険契約の契約条項の一部比較の禁止）で従来
　　から情報開示上の制約が与えられていた。現行の保険業法ではこの規定は若干緩和されるものの，大蔵省令で不
　　確実のものとして定めるものについて，保険契約者等の誤解を招くおそれのある断定的判断または予想を禁止し，
　　保険契約の契約条項につき誤解を招くおそれのある比較を禁止している。
35）エプスタイン〔1993〕pp．305～316
36）モラル・ハザードとモラール・ハザードの詳細な分類方法については中林〔1995－a〕pp．100～102を参照のこと。・
　　ここではモラール・ハザードを「保険加入を契機とした軽過失」，モラル・ハザードを「保険加入を契機として
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　　故意に引き起こされた犯罪行為・保険事故」と「保険加入を契機とした結果としての犯罪行為・保険事故（重過
　　失）」を引き起こすものと定義している。また，モラル・ハザードとモラール・ハザードを分類するかどうかの
　　様々な見解は中林〔1995－a〕p．112注9を参照のこと。
37）多くの消費者は日常生活に馴染みの薄い契約書を読む労を厭う。自分には発生しそうもない万一の事故に備えて，
　　苦労して契約書を熟読吟味して理解する者は少ないであろう。しかも事故が発生しても損害が軽微であれば相手
　　方の責任を追求する労すら厭うことも稀ではないと思われる（河上〔1988〕p．19）という指摘もある。
38）企業倫理は最広義には「企業内における人間行動ならびに社会における企業行動に関し，厳格な倫理的基準にも
　　とつく諸要件の充足を求め，その達成にとって有効なあらゆる具体的措置を積極的に推進しようとする社会的動
　　向（中村〔1994－b〕p．103）」と定義づけられる。また，中村〔1994－a）p．29では企業倫理関係問題事項として，予
　　防・回避・解決を要する事象を挙げている。
39）これを裏付けるのが宮坂〔1995〕である。同書ではアメリカにおけるモラル改革運動の実態を考察し，自主規制
　　がいわば強制的に行われる必要性を述べている。（pp．160204）
40）“Study　By　University　Emphasizes　Significance　Of　Ethics　In　Recruiting　Successful　Li　fe　Agents”，∬NSURAIVCE
　　A1）レヒ）（ンATE，　Oct．21，1995，p．29．
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